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は　じ　め　に

　近年、国においては、「障害者の権利に関する条約」の批准を契機として、障害者総合
支援法の制定、障害者基本法の改正、障害者差別解消法の制定など、障害者福祉に係る法
制度の整備が順次進み、これに伴い、制度的にも量的にも飛躍的に障害福祉サービスの充
実が図られました。
　その一方で、障害の重度・重複化、医療的ケアの必要な子どもや精神障害のある人の増
加などが進んでおり、加えて少子高齢化や世帯構成の変化、地域のつながりの希薄化等に
よる地域社会の変容など、障害者を取り巻く環境が大きく変化しています。また、新型コ
ロナウイルス感染症は５類感染症に位置づけられたものの、引き続き私たちの生活に影響
を及ぼしています。
　こうした中、本市では、現行の「第６期姫路市障害福祉推進計画」の下、障害者福祉施
策を総合的・計画的に推進してまいりました。
　このたびの新計画の策定に当たっては、社会情勢の変化や新たに生じた課題への対応を
図るとともに、国の基本指針を踏まえた改定を行いました。計画の基本理念である「障害
のある人もない人も、ともに生き、ともに輝くまち「ひめじ」」の実現と、国連サミット
で採択された SDGs の理念である誰一人取り残さない持続可能でよりよい社会の実現に
向け、行政はもとより地域の皆さま、関係団体や関係機関等の皆さまと一丸となって、こ
の計画の着実な実施により、本市が直面する課題への対応に積極的に取り組み、障害者福
祉の向上を図ってまいります。
　最後になりましたが、計画策定に当たり、多大なご尽力をいただきました計画策定会議
委員の皆さま、実態意向調査やパブリック・コメント手続を通して貴重なご意見・ご提案
をいただきました市民の皆さまに心から感謝申し上げますとともに、引き続きご支援とご
協力を賜りますようお願いいたします。

　令和６年（2024 年）３月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　姫路市長
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第１章　計画策定の趣旨
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 Ⅰ　計画策定の背景

⑴　国の動向
国において、平成５年（1993 年）に「心身障害者対策基本法」が「障害者基本法」に

改められ、平成 16 年（2004 年）の改正で、都道府県及び市町村が障害者計画を策定す
ることが義務化されました。また、平成 17 年（2005 年）には、発達障害のある人への
支援について定めた「発達障害者支援法」が施行され、障害者施策の対象が大きく広がる
こととなりました。

障害福祉サービスについては、平成 15 年（2003 年）に「措置制度」から「支援費制度」
に移行し、さらに平成 18 年（2006 年）には、障害の種別を一元化した「障害者自立支
援法」が施行され、新たなサービス体系へと大きく再編されました。

平成 24 年（2012 年）には、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関
する法律（障害者虐待防止法）」が施行され、公共団体を含む関係機関に、障害者虐待へ
の対応と防止に関する取組の推進を義務付けました。

平成 25 年（2013 年）には、障害者自立支援法は、新たに「障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」となり、「障害者基本法」の
基本的な考え方を理念に盛り込むとともに、難病等を障害の範囲に加えるなど、地域社会
における共生の実現に向けて、総合的な支援が展開されることとなりました。

平成 26 年（2014 年）には、平成 18 年（2006 年）に国連総会において採択された「障
害者権利条約」を批准することで障害のある人の権利の確立に向けた大きな一歩を踏み出
し、平成 28 年（2016 年）には、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障
害者差別解消法）」が施行され、障害のある人の権利保護の取組が進められています。

近年では、令和元年（2019 年）に「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」
が成立、令和３年（2021 年）に「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」
が成立、令和４年（2022 年）には「障害者総合支援法」が改正されるなど、障害福祉に
係る法制度の整備が進み、制度的にも量的にも障害福祉サービスの充実が図られました。

⑵　本市の動向
姫路市では、上記の国の動向を注視しつつ、施策を推進しており、近年では、手話普及

促進を望む声の高まりを受けて、平成 29 年（2017 年）４月に「姫路市手話言語条例」
が施行されました。また、本市においても障害のある人が抱える複雑化・多様化した課題
に対し、より身近な地域で相談できるように「地域相談窓口（ひめりんく）」の整備や地
域における相談支援事業者等に対する専門的な指導・助言、人材育成の支援、地域移行に
向けた取組等を実施する「基幹相談支援センター」を整備するなど、姫路市障害福祉推進
計画に基づき障害福祉施策を進めました。
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 Ⅱ　計画の位置付け

根拠法令

　姫路市障害福祉推進計画（以下、「本計画」という。）は、以下の法律に基づき、一体的
に策定することとします。

障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）第 11 条第３項に基づく「市町村障害者計画」

障害者総合支援法（平成 17 年法律第 123 号）第 88 条第１項に基づく「市町村障害福
祉計画」

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 33 条の 20 第１項に基づく「市町村障害児
福祉計画」

他計画との関係

　本計画は、「姫路市総合計画」の分野別計画であり、他の関連計画と整合性を持ったも
のとします。また、「姫路市地域福祉計画」、「姫路市高齢者保健福祉計画及び姫路市介護
保険事業計画」、「姫路市子ども・子育て支援事業計画」（※）、「ひめじ健康プラン（姫路
市保健計画）」、「姫路市教育振興基本計画」などと、相互に連携を図り、他計画で一貫し
て推進すべきあるいは横断的に推進すべき施策を除いて、障害のある人に関するより専門
的、個別的な領域を受け持つものです。

※　今後、こども分野に関しては新たな計画が策定される予定ですが、当該計画策定
後も引き続き連携を図ります。

姫
路
市
総
合
計
画

姫
路
市
地
域
福
祉
計
画

姫路市障害福祉推進計画

姫路市高齢者保健福祉計画及び姫路市介護保
険事業計画

姫路市子ども・子育て支援事業計画

ひめじ健康プラン（姫路市保健計画）

姫路市教育振興基本計画
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 Ⅲ　計画の期間

令和６年度（2024 年度）～令和 11 年度（2029 年度）
本計画は６年間の計画とし、令和 11 年度に次期計画の策定を行います。なお、成果目

標及び障害福祉サービス等の見込量については、国の基本指針や報酬改定に応じて３年ご
とに見直しを行うこととします。

 Ⅳ　計画の策定体制・進行管理

本計画は、姫路市障害福祉推進計画策定会議にて議論を行い、策定しました。また、地
域の実情を把握するため、姫路市障害者等実態意向調査を実施し、姫路市地域自立支援協
議会など協議の場より意見聴取を行いました。

計画策定後は、姫路市として少なくとも年１回は計画の分析・中間評価を実施し、
PDCA サイクルによる進行管理を行うとともに、姫路市地域自立支援協議会にその状況
を報告し、意見を聴くこととします。また、国の動向や社会情勢などに応じて、本計画の
見直しを検討します。

【計画の策定体制・進行管理（イメージ図）】
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第２章　姫路市の現状における課題
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Ⅰ　姫路市の現状と将来予測

１　人口の推移と推計

※姫路市の将来推計人口（令和５年）による。
2010 年までは、総数に年齢不詳を含み年齢３区分別人口は年齢不詳を除くため、総数

と年齢３区分別人口の合計は一致しない。2015 年以降の年齢３区分別人口は、不詳補完
値による。

２　障害者手帳所持者数の推移
 

手帳所持者数全体では減少に転じているが、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳所持者
数は増加傾向にある。

（単位：人）

（単位：人）
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３　自立支援医療受給者数の推移

４　障害者福祉費決算額
 

障害者福祉費の決算額は毎年増加がみられます。主な要因としては、障害福祉サービス
等に係る費用の増加等が挙げられます。

（単位：人）

（単位：億円）

– 7 –



 Ⅱ　姫路市の障害福祉における課題の整理

本計画の策定にあたり、「姫路市障害者等実態意向調査」における障害のある人の意向、
姫路市地域自立支援協議会で出された意見、障害福祉サービス事業所等の見込量における

「障害福祉サービス等の充足状況」等をもとに、姫路市の障害福祉における課題を整理し
ました。

１　姫路市障害者等実態意向調査の結果
◦日常生活において支援を必要とする割合は、「外出」の場合においてが 46.3％と最も

高く、次いで「お金の管理」（38.9％）、「薬の管理」（35.5％）となっています。
◦障害のある人の外出目的では、全体では「買い物に行く」の割合が 66.3％と最も高く、

次いで「医療機関への受診」（55.9％）、「通勤・通学・通所」（42.7％）となってい
ます。障害等の状況別では、「通勤・通学・通所」の割合は療育手帳保有及び発達障
害の診断で最も高く、「買い物に行く」は精神障害者保健福祉手帳保有、身体障害者
手帳保有で最も高くなっています。

◦支援してくれる方の年齢（年代）は、「60 代」が 24.8％、「40 代」「50 代」が
20.0％、「70 代以上」が 18.4％となっています。

◦今後３年以内の障害福祉サービス等の利用予定について、「増やす予定」と回答した
人のうち、18 歳以上では「短期入所」と回答する人が多くなっています。

◦希望する暮らしを送るための支援内容は、「経済的な負担の軽減」の割合が 57.1％と
最も高く、次いで「必要な在宅サービスが適正に利用できること」（35.2％）、「相談
対応等の充実」（29.5％）となっています。

◦収入を得る仕事をしている方の勤務形態では、「パート・アルバイト等の非常勤職員、
派遣職員」が 40.8％で、「正職員で、他の職員と勤務条件等に違いはない」が
33.7％となっています。

◦障害者の就労支援として必要なことでは、「職場の障害者理解」の割合が 45.9％で最
も高く、次いで「職場の上司や同僚に障害の理解があること」（42.9％）、「勤務時間
や日数が体調に合わせて変更できること」（34.7％）となっています。

◦障害があることで差別や嫌な思いをする（した）場所や状況では、「外出中」の割合
が 45.4％で最も高く、次いで「学校・仕事場」が 42.6％となっています。障害等の
状況別では、療育手帳保有、精神障害者保健福祉手帳保有及び発達障害の診断では「学
校・仕事場」の割合が最も高く、その他の障害等では「外出中」の割合が最も高くなっ
ています。

◦火事や地震等の災害時に困ることでは、「避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が
不安」の割合が 49.1％で最も高く、次いで「薬が入手できなくなる、治療が受けら
れない」（46.4％）、「安全なところまで、早く避難することができない」（43.1％）
となっています。

２　姫路市地域自立支援協議会の意見
◦グループホームの利用について、障害者の自己決定・自己選択ができているか疑問で

ある。
◦各サービスの見込量について、計画の数値が増えることは必ずしも良いことではなく、
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施策を実施した結果での見込量が出てくることが本来好ましい。大事なことは、適切
な支援、支給をしていくことである。

◦障害者にとって最も必要なことは、「暮らしの場の安定」、「働く場の安定」、「自由な
時間の過ごし方」である。これらがあって、生活の安定と言えるのではないか。

◦高齢者分野に比べると、障害者の市長申立てによる成年後見制度の利用が少ない。
◦障害は社会モデルと規定され、障害は社会の問題であると考えられている。従って、

発達障害のある子どもは、地域の学校に入学することを前提とし、その上で教育カリ
キュラムを実施していくことが求められているのではないか。

◦教育・保育と障害分野の関係者が交流する機会、情報交換の場が少ないと感じている。
◦開かれた地域自立支援協議会になれば、自然と当事者の意見が入ってくると思う。
◦サポートブックについては、幼保の年齢から持っていない児童が多くいる。また、義

務教育の年齢しか記載できない様式もある。広く活用されるように見直しをお願いし
たい。

◦移動支援事業はヘルパーを募集しても応募がない。報酬単価が安いために事業所が苦
しんでいる実態を知ってもらいたい。

◦物価が上昇し、障害者の基本的な生活基盤が揺るがされている。様々な支援をお願い
したい。

◦障害者が仕事をすること自体、いまだに特別なことになっている。就労中に障害福祉
サービスを利用することができないと思うが、将来的には、生活の一部として支援が
受けられるようになってほしい。

◦姫路市は、社会資源はあるが、縦の連携や「つなぎ」が課題である。
◦障害当事者の言ったことに対して行政として聴き、制度等を変えていくというモデル

がなければいけない。また、障害当事者の声は、相談支援事業所（相談支援専門員）
が持っていると思うので、相談支援事業所から上手く情報収集をしてほしい。

◦ヘルパーが不足している。

３　障害福祉サービス等の充足状況
◦利用者より、緊急時における一時預かりの要望が多く寄せられており、「短期入所」

の必要性が高いことがうかがえます。
◦放課後等デイサービス等の障害児支援系サービスについては、年々利用者が増加して

おり今後も事業所数・利用者数とも増加傾向にあります。一方で、主に重症心身障害
児を支援する障害児支援系サービスの事業所数も増加しているものの、十分な数を確
保できていません。

◦地域移行支援や地域定着支援の利用は、低調となっています。
◦相談支援事業所の数が微増状態であり、増加する利用者に対して適切に対応すること

が難しい状況になっています。
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４　姫路市の障害福祉における課題
１～３に挙げられた項目等から見出されたニーズを分析し、姫路市の障害福祉における

課題を大きく５つに整理しました。

⑴　障害福祉サービスを支える人材及び相談支援事業所の不足
実態意向調査の結果等から、日常生活において「必要な在宅サービスが適正に利用

できること」や「暮らしの場の安定」が求められていることが分かります。
しかしながら、ヘルパーは不足しており、支援の手が十分でないため人材の確保・

育成が求められます。
また、「社会資源はあるが、縦の連携や「つなぎ」が課題」という指摘から、障害

のある人を支援するにあたっては、相談支援専門員及び相談支援事業所を増やすこと
で、相談支援に携わる者が、障害福祉分野において支援に携わる者と教育・保健・医
療などの福祉分野以外も含めた関係機関と支援の方向性を協議し、確認できる体制の
充実を図る必要があります。

⑵　地域移行の低迷
実態意向調査の結果等から、地域での生活をするにあたり、支援者の高齢化や一時

預かりの場として「短期入所」の不足が課題となっていることが読み取れます。
また、障害福祉サービス等の充足状況では、施設や病院から退所・退院した障害者

の地域における生活を支援するサービスである、地域移行支援や地域定着支援の利用
は、低調となっています。

このように、地域での受け皿が少なく支援体制が不十分であり、入所施設・病院等
から地域生活への移行が低迷していることから、移行を促進するため、障害者の重度
化・高齢化に対応できる日中サービス支援型共同生活援助（グループホーム）事業所
の整備や、介護者である家族の負担軽減の観点から、短期入所事業所の増加が求めら
れます。

また、地域生活支援拠点の機能を充実させ、地域移行や地域で生活する中での相談
や緊急時の受入などにより、障害のある人が地域で安心して生活できるように支援す
ることが必要です。

さらに、地域生活支援拠点の運営状況の検証及び検討を、地域自立支援協議会専門
部会にて行う必要があります。

⑶　一般就労が困難な状況
実態意向調査の結果では、「会社勤めや、自営業、家業などで収入を得る仕事をし

ている」が 18.7％となっています。回答者には高齢者から子どもまで含むことを考
慮に入れても高い数字とは言えません。さらに、そのうち半数程度は非常勤職員・派
遣職員となっています。

就労移行支援及び就労継続支援の事業所数は増加していますが、福祉施設から一般
就労した人の数は伸び悩んでいる状況です。また、一般就労した人が離職し、再び福
祉施設を利用する状況も確認されていることから、就労定着支援事業の利用促進を進
める必要があります。

また、障害のある人が自分の希望に沿い、その知識や能力に合った企業や事業所で
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働き続けることが重要であることから、就労アセスメントを通じて適切な福祉サービ
スを利用できる支援が必要です。

⑷　重度障害や医療的ケアの必要な障害児に対する支援の不足
実態意向調査の結果等から、障害児については、障害の有無によって分け隔てられ

ることなく共に教育を受けられる、インクルーシブ教育が求められています。インク
ルーシブ教育の実現には、教育・保育と障害分野の関係者の交流・情報交換が重要と
なります。あわせて、医療的ケアの必要な子どもが希望する学校等へ通えるように、
支援体制の整備を進めていく必要があります。

また、放課後等デイサービス事業所については、事業所数は増加していますが、重
度障害や医療的ケアの必要な児童生徒を受け入れることができる事業所は少ない状況
が続いているため、重度障害や医療的ケアの必要な障害児に対する放課後等デイサー
ビス事業所の確保に取り組む必要があります。

⑸　障害に対する理解不足からの差別
実態意向調査の結果等によると、障害があることで差別を受けたり嫌な思いをした

りする人はまだ多く、障害に対する理解不足が原因と考えられます。令和６年度から
は、障害者差別解消法において不当な差別的取扱の禁止に加え、事業者の合理的配慮
の提供が義務化されることもあり、障害者差別解消法の趣旨についての継続的な広報、
周知及び障害についての知識や理解を深めるための啓発活動を進める必要があります。

さらに、手話や点字、音声コードの添付など、障害特性にあった方法により、障害
のある人に配慮した情報提供を行うとともに、その情報発信の手段について、市民の
理解の促進と普及を進める必要があります。

また、「障害者の自己決定・自己選択ができているか疑問」や「成年後見制度の利
用が少ない」という意見から、障害のある人が自分で選択することのできるための制
度について理解の向上が必要です。
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第３章　計画の基本的な考え方
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 Ⅰ　基本理念

　障害のある人もない人も、ともに生き、ともに輝くまち「ひめじ」

障害者基本法第１条において定める障害の有無にかかわらない共生社会の実現と、姫路
市総合計画において目指す「ともに生き　ともに輝く　にぎわい交流都市　姫路」に即し
た理念とします。

 Ⅱ　基本指針

基本理念を踏まえ、本計画の基本指針を定め、計画の方向性を示します。

１　それぞれの希望する
　生活をかなえることが
　できるまち

２　自分らしい生き方を
　ネットワークで支えるまち

５　互いに認め合い、
　個人として尊重されるまち

３　障害のある人もない人
　も一緒に働けるまち

４　親と子が安心して
　暮らせるまち

障害のある人もない人も、
ともに生き、ともに輝くまち

「ひめじ」
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 Ⅲ　重点目標

　姫路市の障害福祉における課題の整理において、大きく５つに整理した課題への対応を
重点目標とします。また、各重点目標について、それぞれ重点施策を設定します。

１　充実した日常生活を支える体制の構築

身近な地域における相談支援体制の確立、健康な生活を守るための医療・障害福祉
サービス等の確保、スポーツ・文化活動等の場の充実、積極的な外出を支援する施策
の実施など、障害のある人の充実した日常生活を支える支援体制の構築を目指します。

重点①　障害福祉サービス人材及び相談支援人材の確保・育成

２　地域で暮らし続けるための支援

障害のある人が地域で安心して生活し続けられるよう、必要な生活基盤となる住環
境の確保による支援の充実、安全な生活環境の整備を目指します。

重点②　地域生活を支える仕組みの構築

３　就労支援体制の充実

障害のある人の社会的自立・社会参加の促進に向けた、雇用・就業支援等の充実、
福祉的就労の場の確保・拡大を目指します。

重点③　一般就労への移行及び職場定着の推進

４　生涯を見据えた就学前・学齢期における支援の充実

乳幼児期から成人期までの一貫した支援体制の充実やインクルージョンの視点を踏
まえた育成支援体制の構築を目指します。

重点④　重度障害児・医療的ケア児への対応

５　権利擁護・差別解消の推進

社会的障壁を除去するために、障害に対する理解、障害による差別の解消の促進、
障害のある人に対する情報提供の充実、自己決定の尊重及び意思決定の支援に取り組
み、障害者の権利擁護を推進します。

重点⑤　障害に対する理解促進・差別解消の推進
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第４章　施策体系
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 Ⅰ　施策の体系

★は重点施策を示す。

充実した日常生活を支える
体制の構築

★障害福祉サービス人材及び相談支援人材の確保・育成

障害福祉サービス提供体制の充実

日常生活支援の充実

社会参加の機会促進

地域で暮らし続けるための
支援

★地域生活を支える仕組みの構築

施設入所者・病院入院者の地域移行

暮らしやすいまちづくりの推進

安全・安心の確保

就労支援体制の充実 ★一般就労への移行及び職場定着の推進

福祉的就労の促進

農業と福祉の連携

生涯を見据えた就学前・学
齢期における支援の充実

★重度障害児・医療的ケア児への対応

発達支援システムの構築

インクルーシブ支援の構築

家族に対する支援

権利擁護・差別解消の推進 ★障害に対する理解促進・差別解消の推進

障害のある人への虐待防止

情報提供の充実

読書バリアフリーの推進

成年後見制度の周知・利用促進

障害のある当事者の参画
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 Ⅱ　施策の推進

※　重点施策に設定した目標指標については、市町村障害福祉計画及び市町村障害児福祉
計画に係る成果目標及び障害福祉サービス等の見込量にあわせて３年ごとに見直しを行
うこととします。

１　充実した日常生活を支える体制の構築

Ａ　障害福祉サービス人材及び相談支援人材の確保・育成

　　⑴　事業所指導等及びサービス従事者研修等の充実
①　障害福祉サービス事業所等に対して、適正な運営を支援するため研修・指導等

の充実を図ります。
②　サービス従事者研修を実施することで、サービスの直接の担い手となる従事者

の技能、知識の向上や定着などを図るとともに、事業者が従事者の処遇改善等に
努めるよう働きかけていきます。

③　事業所間の交流の場を設けることで従業者同士の横のつながりを構築し、意見
交換を行うことでスキルアップを図ります。

　　⑵　障害福祉サービス等従事者の確保
①　居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び移動支援従業者並びに相談

支援専門員及びピアサポーターの養成研修の支援を通して人材の確保を図りま
す。

②　福祉分野での就労を志望する人に対して障害福祉サービス等事業所についての
情報提供、事業所見学及びインターンシップ事業等を通して障害分野での就業に
つながるよう働きかけます。

③　事業所における ICT の活用や介護ロボット等の導入について支援することに
より、介護職員の負担軽減を進め、働きやすい職場環境づくりや人材不足の解消
を図ります。

　　⑶　相談支援体制の更なる推進
①　基幹相談支援センターでは、相談支援事業所に対して、専門的な支援・助言 、

研修等を充実させるなどにより、人材育成を行い、市全体の相談支援体制の強化
に取り組みます。

②　地域相談窓口「ひめりんく」では、障害のある人やその家族の複雑化した相談
などに対応するため、専門性の向上や機能強化を図ります。

③　計画相談支援を利用して適切な障害福祉サービスにつなげるため、相談支援事
業所数を確保するとともに、相談支援専門員の知識・能力の向上を図ります。

　　障害の相談支援のみでは解決が難しい事例は、介護、子育て、生活困窮分野の
適切な相談支援事業者や各種支援機関と連携を図り重層的支援を行います。

重点①
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　　⑷　ピアサポーター支援の充実
行政や事業者による相談支援のほか、当事者、利用者の視点に立った多面的な相

談支援が受けられるよう、NPO 法人、障害者団体、患者会等によるピアサポーター
支援の充実を図ります。

目標指標①・・・事業所説明会参加事業所数（箇所）

令和５年度（見込） 令和６年度 令和７年度 令和 8 年度

400 450 500 550

目標指標②・・・ひめりんくの相談件数（件）

令和５年度（見込） 令和６年度 令和７年度 令和 8 年度

7,200 7,300 7,400 7,500

Ｂ　障害福祉サービス提供体制の充実

　　⑴　短期入所事業の充実
重症心身障害者や医療的ケアの必要な人、強度行動障害のある人が利用できる短

期入所事業所の整備を進めます。

　　⑵　共生型サービスの周知・検討
障害のある人が 65 歳以降も引き続き同じ事業所で介護保険サービスが受けられ

るよう、「共生型サービス」の制度を事業所に周知するとともに、共生型サービス
の指定を受けている事業所の数を増やします。

　　⑶　高齢化への適切な対応
障害のある人の高齢化に対しては、介護保険の地域包括支援センターなどと相互

に連携を図り、介護保険適用後も安定して在宅生活を継続できるよう支援します。
その他、個々の事情に応じた障害福祉サービスの利用についても継続します。

　　⑷　感染症への対応
各種感染症の流行下にあっても障害福祉サービスの利用者やその家族の生活を継

続するため、制度の柔軟な運用を行い、感染症への対応を行います。感染症等の感
染拡大を防止する観点から、入所施設等において多床室の個室化改修等を支援しま
す。
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C　日常生活支援の充実
　
　　⑴　医療が必要な人への支援

障害のある人の医療費負担を軽減するため、自立支援医療制度や重度障害者医療
費助成などを引き続き実施するとともに、制度の周知を図ります。また、一般の歯
科診療所では治療が困難な障害者（児）に対し、歯科診療や相談等を実施します。

　　⑵　補装具費・日常生活用具費等の支給
補装具費・日常生活用具費等については、障害のある人や子どもの状況に合わせ

て、適切な給付を行うとともに、内容の充実を図ります。

　　⑶　各種手当等の支給による経済的負担の軽減
障害者福祉金や重度障害者（児）介護手当等の各種手当等を支給し、障害のある

人の経済的負担の軽減を図ります。

D　社会参加の機会促進

　　⑴　スポーツ・文化芸術活動等の場の充実
①　ジョイフルスポーツフェアやボッチャリーグを開催することで、スポーツに親

しむ場を提供し、健康づくりや活動の場の充実を図ります。
②　美術作品の展示会等を開催することで、文化芸術活動の場の充実を図るととも

に、障害の有無にかかわらず共に様々な活動に参加できるような機会づくりに努
めます。

③　社会活動等の支援を行っている団体等に対して事業に要する費用を助成するこ
とで、社会参加の機会の確保と充実、社会参加等における介助者の確保を図りま
す。

④　文化・観光施設等の利用料を軽減することにより、障害のある人の社会参加を
促し、充実した余暇活動の機会を提供します。

⑤　障害者団体や施設が実施するスポーツ・文化芸術活動等に対して助成や後援を
行うなど、引き続き活動を支援します。

　　⑵　外出支援の充実
①　移動支援・同行援護・行動援護などのニーズを把握し、移動に支援が必要な人

の外出支援の充実を図ります。
②　意思疎通支援事業の充実及び意思疎通支援者を養成することにより、聴覚及び

言語機能等に障害のある人の外出における支援を図ります。
③　各種交通助成事業の実施や福祉有償運送等の情報の周知により、障害のある人

の外出の支援を推進します。
④　身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬及び聴導犬）についての周知を行い、身体

障害のある人の社会参加を支援します。
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２　地域で暮らし続けるための支援

Ａ　地域生活を支える仕組みの構築

　　⑴　地域生活を支援するための環境整備
①　地域生活支援拠点には、相談、緊急時の受け入れ・対応、体験の機会・場の提

供、専門的人材の確保・養成及び地域の体制づくりの機能が求められています。
地域生活支援拠点の機能を充実させ、地域移行や地域で生活する中での相談や緊
急時の受け入れなどにより、障害のある人が地域で安心して生活できるように支
援します。また、地域自立支援協議会専門部会で、地域生活支援拠点の運営状況
の検証及び検討を行います。

②　地域生活を支援するためのサービス提供体制の総合調整や重度の障害のある人
や医療的ケアの必要な人が利用できる医療関係資源等の情報を収集し、必要時に
情報提供やコーディネートできる仕組みを構築します。

　　⑵　精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
①　保健・医療・福祉関係者による協議の場などを活用し、ニーズを把握したうえ

で、課題の整理を行います。また、課題の解決に向けた取組について、その進捗
状況の評価を実施します。

②　精神障害のある人を支援する事業所や病院など関係職員への研修の実施や相談
支援事業所と連携し、保健・医療・福祉の相互理解の促進や協働体制の構築を進
めます。

　　⑶　精神障害のある人への相談支援の提供
精神保健福祉相談員や保健師による相談支援、専門医によるこころの健康相談、

アルコール問題相談等の各種の相談に対応します。また、精神科病院に入院となっ
た精神疾患患者のうち、特に支援が必要と思われる人については、退院後の生活支
援を行い、医療中断や不本意な形での再入院を防止し、希望する地域で生活するた
めの支援を行います。

　　⑷　行動障害の支援体制の強化
行動障害支援センターにおいて、自閉症や発達障害を原因とする強度行動障害等

に関し、相談を受け、助言や対応方法の検討を行うことで、行動障害のある障害者
（児）の生活を支援します。また、支援者等の研修を行うことで地域の支援力向上
を図ります。

　　⑸　地域での交流促進・居場所づくり
地域活動支援センターの数を増やし、創作活動や生産活動の機会の提供及び地域

との交流を促進します。また、制度の谷間となる人を含めた幅広い層に対応するた
め、基準等について検討を進め、障害のある人同士が余暇を楽しむ機会や情報交換
する機会を充実させます。

重点②
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目標指標①・・・地域生活支援拠点の緊急時の受け入れ数（件）

令和５年度（見込） 令和６年度 令和７年度 令和 8 年度

7 8 9 10

目標指標②・・・行動障害支援センターによる強度行動障害研修の参加者数（人）

令和５年度（見込） 令和６年度 令和７年度 令和 8 年度

100 117 134 150

Ｂ　施設入所者・病院入院者の地域移行

　　⑴　地域生活を支援するための環境整備
①　施設入所者の地域移行を進めるため、国の方針に基づき、日中サービス支援型

共同生活援助を行う住居（グループホーム）の整備を進めます。
②　共同生活援助事業所（グループホーム）の居室等の利用に要する費用の一部を

助成することで、障害者の地域での自立生活を支援するとともに、地域生活移行
を推進します。

　　⑵　地域移行の推進
①　精神科病院に入院している精神障害のある人のうち退院可能な人を対象に、ピ

アサポーターの活用による退院意欲の喚起や地域移行支援などの個別支援を通し
て地域移行を推進します。

②　施設入所者の地域生活移行に関する意向について、適切な意思決定支援により
確認し、支障となる要因や必要な支援を把握し、入所施設、相談支援事業所及び
関係機関が連携して地域生活移行を推進します。

Ｃ　暮らしやすいまちづくりの推進

　　⑴　バリアフリー化の推進
①　公共交通機関のバリアフリー化を促進し、高齢者や障害者等が公共交通機関を

容易に利用することができる福祉のまちづくりの理念を実現するため、事業者に
対しバリアフリー化に要する費用の一部を補助します。

②　公共交通機関の駅やバス停と視覚障害者の利用が多い施設とを結ぶ歩道に点字
ブロックを設置します。

③　公立施設等について、設備のバリアフリー化を行います。
④　市営住宅において、建替え時に共用部分や専用部分についてバリアフリー化を

行います。
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　　⑵　住宅改造費助成の活用
身体状況に応じた住宅改造にかかる費用を助成することで、障害のある人が住み

慣れた住宅で生活を続けられるよう、支援します。

Ｄ　安全・安心の確保

　　⑴　防災体制の整備
①　「災害時要援護者地域支援協議会」において、災害時に自力で安全な場所への

避難が困難な障害のある人等の災害時要援護者を把握し、災害時に介助や見守り
など特別な支援を必要とする人が安心して避難できる体制整備を行います。

②　災害時に、障害者等が安心して避難生活を送ることができるよう福祉避難所の
開設・運営訓練や機材整備等を行い、運営体制の充実を図ります。

③　災害（感染症を含む）が発生した場合でも必要な障害福祉サービスを継続的に
提供できる体制を構築するため、障害福祉サービス事業所などに、業務継続に向
けた計画の策定や研修・訓練の実施など事前の対策を周知徹底します。

④　災害による被害を防止するため、耐震基準に満たない施設等の耐震化のための
改築、老朽化による改築等を支援します。

⑤　視覚や聴覚に障害のある人を対象に、事前登録制で自宅の固定電話や FAX に、
災害時の避難情報等を自動配信します。また、ひめじ防災ネットや緊急速報メー
ル等の周知を進めます。

　　⑵　緊急連絡体制の確保・緊急通報への対応力の向上
①　一人暮らしの重度身体障害者に対し、安心コール（緊急通報機器）を貸与する

ことで、速やかな救助を行います。
②　聴覚や言語が不自由で、音声での 119 番通報が困難な人が、携帯電話やスマー

トフォンのインターネット機能を通して、簡単な画面操作で 119 番通報を行え
る NET119 緊急通報システムや、ファクスを使用して通報できる FAX119 な
どのサービスにより、地域での暮らしの安全・安心につながる取り組みを推進し
ます。

③　救急現場では、スマートフォンアプリやコミュニケーションボードを活用し、
意思疎通の円滑化を図ります。
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３　就労支援体制の充実

Ａ　一般就労への移行及び職場定着の推進

　　⑴　就業の安定と自立の支援
「職業自立センターひめじ」を中心に、就労系サービス事業所、公共職業安定所

等の関係機関が連携を図り、就労の場の確保と安定雇用に向け、就労開始から職場
定着まで一貫した就労支援を行います。

　　⑵　就労に係る障害福祉サービスの利用による支援
①　就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法

を活用して、障害のある人の希望、就労能力や適性等に合った選択を支援します。
②　福祉的就労から一般就労への移行を促進するための取組を行い、一般就労者数

の増加を図るとともに、一般就労した人が安心して働き続けられるよう、就労に
伴う課題に対応する支援を充実させ、職場定着率の向上を図ります。

③　病気等により障害となった人について能力の向上のために必要な訓練、求職活
動に関する支援、適性に応じた職場の開拓などにより、再就職を支援します。

④　企業等での働き始めに勤務時間を段階的に増やしていく場合や、休職から復職
を目指す場合等、一般就労中であっても、就労系障害福祉サービスを一時的に利
用できることで、雇用の継続を図ります。

　　⑶　就労支援関係者の連携
障害のある人の就労において、就労支援関係者が集まるネットワーク会議を開催

し、情報共有などネットワーク構成員の連携を図ります。

　　⑷　多様な働く機会の確保
①　障害のある人が ICT を活用し在宅就労することや、短時間労働、自営業など

多様な働き方を選択できる機会の拡大を図り、併せて、情報の収集に努めます。
②　重度障害者等の日常生活に係る支援を通勤中や就業中にも行うことで、障害を

理由として、働く意思と能力がありながら働くことができない人の就労機会を拡
大し、障害者の社会参加を促進します。

目標指標①・・・福祉施設から一般就労への移行者数（人）

令和５年度（見込） 令和６年度 令和７年度 令和 8 年度

75 77 79 81

目標指標②・・・就労定着支援事業の利用者数（人 / 月）

令和５年度（見込） 令和６年度 令和７年度 令和 8 年度

41 48 58 68

重点③
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Ｂ　福祉的就労の促進

　　⑴　就労移行支援事業の利用による支援の充実
利用者の意向・状況に合った事業所に通い続けられることが重要であることから、

就労アセスメント等を通じて適切なサービス利用を支援します。

　　⑵　就労機会の拡大
企業内における障害のある人の生産活動を促進することにより、福祉的就労の場

の確保・拡大を図ります。

　　⑶　障害者優先調達の推進
障害者就労支援施設等への製品や業務委託の優先的な発注に、引き続き取り組み

ます。

　　⑷　生産活動事業の促進、工賃向上への取り組み
市民が障害者福祉について理解を深めるとともに、障害のある人の社会参加を促

すため、「ひめじはーとふるＳＨＯＰ」等を通じて、障害者就労支援施設等が供給
する物品の展示及び販売の場を提供します。また、工賃の向上に引き続き取り組み
ます。

Ｃ　農業と福祉の連携

　　⑴　農福連携への支援
障害者の就労の場の一つとして、高齢化などによる担い手の減少などが課題と

なっている農業分野において、農福連携に取り組み、障害特性に対応した多様な働
き方として、農業分野での活躍を通じ自信や生きがいを持って社会参画を実現して
いきます。

４　生涯を見据えた就学前・学齢期における支援の充実

Ａ　重度障害児・医療的ケア児への対応

　　⑴　重度の障害のある子どもを受け入れる放課後等デイサービス事業所の確保
重度障害や医療的ケアの必要な児童生徒を受け入れることができる放課後等デイ

サービス事業所等の確保に取り組みます。

　　⑵　医療的ケアの必要な子どもへの対応
①　医療的ケア児に対するコーディネーターを配置し、医療機関と福祉・教育分野

について総合的に調整することで、医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう
図ります。

重点④
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②　書写養護学校には看護師が常駐し、医療的ケアの必要な児童生徒に対して医療
的ケアを実施します。また、通学時に医療的ケアが必要な児童生徒に対して、看
護師が介護タクシーに同乗して医療的ケアを行うことにより、医療的ケア児の通
学支援を推進します。

③　市立学校園（書写養護学校を除く）に在籍する医療的ケアが必要な幼児児童生
徒については、看護師を派遣して支援を行います。

④　医療的ケア児が在籍する市立保育所には看護師資格を有する職員を配置、また、
私立保育所・認定こども園には看護師を雇用するための支援を実施します。

⑤　放課後児童クラブについては、医療的ケア児が利用する際に、看護師を派遣し
ます。

目標指標①・・・主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所数（箇所）

令和５年度（見込） 令和６年度 令和７年度 令和 8 年度

7 8 9 10

目標指標②・・・医療的ケア児等に関するコーディネーター配置（人）

令和５年度（見込） 令和６年度 令和７年度 令和 8 年度

0 0 1 1

Ｂ　発達支援システムの構築

　　⑴　総合的な支援の推進
姫路市の発達支援システムを構築するために、「総合福祉通園センター・ルネス

花北」が地域における障害児支援の中心的役割を果たし、児童発達支援事業や障害
児等療育支援事業などの充実を図ります。また、発達障害に関する専門医療機関で
ある「発達医療センター花北診療所」を中心に、診療・リハビリテーション・発達
に関する相談などの総合的な支援を推進します。

　　⑵　児童発達支援センターとしての機能強化
「総合福祉通園センター・ルネス花北」の児童発達支援センターとしての機能を

強化することで、多様なニーズを持つ「障害のある子どもとその家族」への適切な
発達支援と子育て支援を図ります。また、研修会の実施や関係機関へのコンサルテー
ション等により、地域全体の障害児支援の質の底上げを図ります。
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　Ｃ　インクルーシブ支援の構築

　　⑴　保育体制の充実
特別支援保育に関する研修等を通じて保育士・保育教諭の資質の向上に努めると

ともに、保育士等の加配等により、保育内容の充実を図ることで、特別な支援を必
要とする児童と他の児童とともに集団教育・保育を行います。

　　⑵　就学後の支援体制の充実
①　障害の有無に関わらず、共に教育を受けられるよう、各校特別支援教育コーディ

ネーターを中心とした教育支援体制を充実させ、基礎的環境整備や合理的配慮の
提供に努めます。

②　通級による指導や交流及び共同学習、副籍校との居住地校交流を計画的・組織
的に継続して行い、充実させることで、個別の教育的ニーズのある児童生徒の自
立と社会参加を見据えた多様で柔軟な体制整備に努めます。

　　⑶　教育体制の充実
①　特別な支援を要する幼児児童生徒に対して、一人一人の実態に応じた学習支援

や生活介助を行う、特別支援教育支援員を配置します。
②　一人一人の教育的ニーズに応じた「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」

を作成することで、学校園の連携による切れ目ない、適切な教育的支援の充実に
努めます。

③　初任者研修等のライフステージ別研修や職能研修、パワーアップ研修講座の各
研修カテゴリーにおいて、計画的・継続的に特別支援教育や特別な支援を必要と
する児童生徒に関する研修を実施し、教員の専門性や指導力の向上を図ります。

　　⑷　関係機関の連携と切れ目のない支援
①　地域自立支援協議会の専門部会において、障害児支援系サービス事業所と学校

園の関係づくりを支援します。
②　事業所と学校園が双方の役割を理解し、保育・教育と福祉の交流を図ることで、

学校園内で支援を実施する保育所等訪問支援事業の利用を促します。また、事業
所と学校園の関係性が向上し、連携しながら支援を行うことで、支援の充実を図
ります。

Ｄ　家族に対する支援

　　⑴　児童支援に関する窓口の設置
①　保健センターや地域の子育て支援関連機関などと連携し、発達において何らか

のサポートが必要な子どもたちとその家族に「気づきの段階からの支援」を行い、
必要に応じて適切な関係機関につなげます。
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②　障害のある子どもを療育する家庭が、身近な地域で適切な支援が受けられるよ
う関係機関と連携し、子どもの発達に関する様々な相談に対応します。

　　⑵　地域子育て支援拠点事業実施施設の活用
保育所等の地域の身近な場所において、乳幼児及びその保護者が相互の交流を行

う地域子育て支援拠点事業を実施し、子育てについての相談、情報の提供及び助言
等を行います。また、発育に不安のある子どもとその保護者が身近に気軽に相談し
やすい環境づくりを進めます。

　　⑶　介護者のレスパイトケア
短期入所の機能を充実させ、介護者のレスパイトケアを推進します。

５　権利擁護・差別解消の推進

Ａ　障害に対する理解促進・差別解消の推進

　　⑴　各種啓発事業の実施
①　「障害者週間事業」をはじめ、出前講座、パンフレット及び啓発用品の作成・

配布、各種イベントやこども手話教室等を開催することで、障害に関する意識や
理解の向上を図ります。

②　総合福祉通園センターにおける公開セミナーや基礎講座の開催、地域交流事業
等の実施により、障害に対する理解促進の機会の充実を図ります。

③　障害者団体や施設が実施する差別解消につながるイベントや講演会等の活動に
対して支援し、障害に関する意識や理解の向上を図ります。

④　「障害者差別解消法」の趣旨に基づき、地域自立支援協議会等における情報交換、
相談等の体制づくりに努めます。

⑤　「障害者差別解消の推進に関する姫路市職員対応ガイドライン」を活用し、障
害種別ごとの対応方法を学ぶことで、職員の対応力向上に努めます。

⑥　障害等により援助や配慮を必要としている人が、周囲の人に配慮を必要として
いることを知らせ、援助が得やすくなるよう、ヘルプマーク・ヘルプカードを配
布します。ヘルプマークへの理解を促進し普及啓発を図るため、ホームページ、
広報ひめじのほか、市の施設等でのポスター掲示、ちらし・啓発用品の配布によ
り普及啓発を行うほか、駅及び商業施設でデジタルサイネージによる啓発を行う
など周知に努めます。

⑦　「手話言語の国際デー」や「世界自閉症啓発デー」等に合わせ、姫路城及びア
クリエひめじをライトアップすることにより市民への障害に対する認識を広めま
す。

重点⑤
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　　⑵　事業者に対する合理的配慮の提供の法的義務化の周知等
①　企業等に対し啓発チラシを配布します。また、企業等が実施する障害者差別解

消法及び障害理解等に関する研修へ講師を派遣し、不当な差別的取扱いの禁止と
合理的配慮の提供についての周知を図ります。

②　事例の共有等を通じて、障害を理由とする不当な差別的取扱いや合理的配慮の
考え方等に係る共通認識の形成を図ることも重要です。事例の共有に資するため、
企業等に対し参考となる事案の概要等が分かりやすく整理された資料等について
情報提供を行います。

③　障害を理由とする差別に関する相談体制を整備し、相談者及び事業者などの相
手方から丁寧な事実確認を行った上で、相談窓口や関係者等において対応方針の
検討等を行い、建設的対話による相互理解を通じて解決を図ります。また、障害
のある人及び事業者からの相談及び意見を集約することにより、合理的配慮を的
確に行うために不特定多数の障害者を対象として行う事前改善措置（環境の整備）
に必要な支援について調査します。環境の整備には、事業者におけるマニュアル
の見直しや研修の実施等のソフト面の対応と、施設のバリアフリー化等のハード
面の対応が含まれます。

　　⑶　手話への理解と普及の促進、環境整備
①　手話が言語であるとの認識に基づき、手話に対する理解を広げ、相互に地域で

支え合い、安心して暮らすことのできるまちづくりを推進するため、手話の理解
と普及の促進を図るとともに、手話を使用しやすい環境を整備するための施策を
実施します。

②　手話への理解と普及の促進のため、各種広報、イベントやこども手話教室等を
開催することで、手話が言語であるとの意識や理解の向上を図ります。

目標指標①・・・こども手話教室の参加者数（人）

令和５年度（見込） 令和６年度 令和７年度 令和 8 年度

200 210 220 230

目標指標②・・・障害者週間事業への参加者数（人）

令和５年度（見込） 令和６年度 令和７年度 令和 8 年度

200 220 240 260
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Ｂ　障害のある人への虐待防止

　　⑴　施設従事者等からの虐待防止
施設従事者や使用者からの虐待について未然防止を図るため、適切な支援方法の

研修を行います。また、障害福祉サービス事業所などに対し、虐待防止にかかる従
業者への研修の実施や虐待防止のための責任者の設置、虐待防止委員会の設置及び
検討結果の周知徹底を求めます。

　　⑵　虐待防止への体制強化
障害のある人への虐待防止のため、虐待対応の窓口となる「姫路市障害者虐待防

止センター」を活用し、必要に応じて行政、司法、事業者、教育、医療などの関係
機関の連携を図りつつ、引き続き虐待防止に努めます。

Ｃ　情報提供の充実

　　⑴　情報発信手段への市民の理解の促進と普及
障害のある人が、障害のない人と同じ様に自立した日常生活・社会生活を営むこ

とのできる社会を目指します。実現のために、障害のある人が必要な情報を十分に
取得し、利用できるよう、障害のある人の意見を尊重しつつ、手話や点字、音声コー
ドの添付など、障害特性にあった方法により、障害のある人に配慮した情報提供を
行います。また、情報発信の手段について、市民の理解の促進と普及を進めます。

　　⑵　コミュニケーション手段の確保
障害のある人が、障害のない人と同じ様に生活し社会活動に参加するために、円

滑に意思疎通を図ることができるよう、手話通訳者や要約筆記者、ICT の活用な
どを通じて、コミュニケーション手段の確保を図ります。また、手話通訳者や要約
筆記、盲ろう者向けの通訳・介助員の養成に取り組みます。

Ｄ　読書バリアフリーの推進

※「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（令和元年６月 28 日法律第
49 号）」に基づく、市町村計画に位置付けます。

　　⑴　情報の取得及び利用
「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」（令和元年６月施行）に基

づき、点字図書館等関係機関との連携、電子図書館の運用などを通して、視覚障害
のある人などの障害特性にあわせた読書環境の整備を推進します。

視覚障害者や自力で本を読むことのできない障害者に対し、城内図書館において、
ボランティア団体による音訳図書の製作・貸出を行います。
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　　⑵　アクセシブルな書籍・電子書籍等の充実及び普及
図書館において、大活字本や LL ブックなど障害者が利用しやすい書籍、文字の

拡大機能や読み上げ機能のある電子書籍など、アクセシブルな書籍・電子書籍等を
充実させる取り組みを促進します。また、国立国会図書館に対し、ダウンロード可
能なデイジー図書の提供を行います。

Ｅ　成年後見制度の周知・利用促進

　　⑴　成年後見制度の利用促進
①　認知症や知的障害、精神障害等により判断能力が十分でない人に対して成年後

見制度の相談支援・利用促進や後見活動への支援を行います。また、身寄りがな
いなどの理由で親族等による法定後見の申立てができない人について、市長によ
る審判の申立てを行います。

②　「姫路市成年後見支援センター」を中心に、成年後見制度の活用促進に向けて、
弁護士会などの専門職団体等との連携を強化するとともに、法人後見に取り組む
団体への支援の検討を進めます。

③　権利擁護フォーラムを開催し、市民や関係機関等に成年後見制度などの普及・
啓発を図ります。

Ｆ　障害のある当事者の参画

　　⑴　地域自立支援協議会当事者部会の開催
地域自立支援協議会の専門部会において当事者部会を設け、研修や意見交換会を

開催し、障害のある当事者の参画を図ります。

　　⑵　イベント・会議等への参加
イベント及び会議等への障害のある当事者の参加を促進することで、当事者意見

の反映と障害に関する意識や理解の向上を図ります。
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第５章　障害福祉計画・障害児福祉計画数値目標等
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 Ⅰ　成果目標

国の基本指針（平成 18 年厚生労働省告示第 395 号）に即し、第６期障害福祉計画の
実績と地域の実情を勘案しつつ、障害福祉計画及び障害児福祉計画に係る令和８年度まで
の各成果目標・活動指標を設定します。

１　福祉施設の入所者の地域生活への移行

①　障害者支援施設から地域生活への移行者数
国の基本指針では、令和８年度末までに、令和４年度末時点の施設入所者数の６％

以上を地域移行するように求められており、本計画においても、令和４年度末時点の
施設入所者 573 人の６％以上（34 人）が地域生活へ移行することを目標とします。

②　施設入所者数の縮減
国の基本指針では、令和８年度末の施設入所者数を令和４年度末時点から５％以上

縮減することを求められており、本計画においても、令和４年度末時点の施設入所者
数 573 人の５％以上（29 人）を減らすこととします。

成果目標
令和

5 年度
（見込）

第７期

令和
6 年度

令和
７年度

令和
８年度

地域生活への移行者数（人） ２ 10 11 11

R4 年度末基準からの累計（人） ２ 12 23 34

成果目標
令和

５年度
（見込）

第７期

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

施設入所者の縮減数（人） ２ ９ ９ ９

施設入所者数（人） 571 562 553 544

２　精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

①　精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数

②　精神病床における１年以上入院患者数
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③　精神病床における早期退院率
国の基本指針において、地域における精神保健医療福祉体制の整備状況を評価する

ための指標で、令和８年度における成果目標を設定することと示されています。
ただし、この指標は都道府県に対して設定するように示された項目であり、本市で

は、以下の活動指標で進捗管理を行います。

活動指標
令和

５年度
（見込）

第７期

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

保健、医療及び福祉関係者による協議の
場の開催回数（回） １ １ １ １

保健、医療及び福祉関係者による協議の
場への参加機関数合計（箇所） 10 13 13 13

　　保健 ２ ２ ２ ２

　　医療（精神科） ４ ４ ４ ４

　　医療（精神科以外） 0 1 1 1

　　福祉 ２ ２ ２ ２

　　介護 １ １ １ １

　　当事者 ０ １ １ １

　　家族 １ １ １ １

　　その他 ０ １ １ １

保健、医療及び福祉関係者による協議の場
における目標設定及び評価の実施回数（回） １ １ １ １

精神障害者の地域移行支援利用者数（人） ２ ３ ４ ５

精神障害者の地域定着支援利用者数（人） ０ １ ２ ３

精神障害者の共同生活援助利用者数（人） 111 121 132 144

精神障害者の自立生活援助利用者数（人） ０ ０ １ １

精神障害者の自立訓練（生活訓練）利用
者数（人）【新】 ― ８ ９ ９
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３　地域生活支援の充実

国の基本指針では、令和８年度末までに、市内に１つ以上の地域生活支援拠点等を確保
することが求められています。また、地域生活支援拠点等の機能の充実のため、コーディ
ネーターの配置や年１回以上運用状況を検証及び検討することが求められています。

本市では、自立支援協議会などの意見を踏まえ、地域生活支援拠点としてのあり方、地
域資源との連携などについても併せて検証及び検討を実施しています。　

また、新たに、強度行動障害を有する障害者の支援体制の充実を図るため、支援ニーズ
を把握し、地域の関係機関が連携した支援体制の整備を進めることが求められています。

成果目標
令和

５年度
（見込）

第７期

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

地域生活支援拠点等

地域生活支援拠点等の整備 整備済 整備済 整備済 整備済

コーディネーターの配置【新】 ― 検討 検討 整備済

効果的な支援体制及び緊急時
の連絡体制の構築【新】 ― 検討 検討 整備済

運用状況の検証及び検討 年１回　
以上実施

年１回
以上実施

年１回
以上実施

年１回
以上実施

強度行動障害を有する障害者の支援体制の充実

支援ニーズの把握【新】 ― 検討 検討 実施済

地域の関係機関が連携した支
援体制の整備【新】 ― 検討 検討 整備済

４　福祉施設から一般就労への移行等

①　福祉施設から一般就労への移行者数
国の基本指針では、令和８年度中に令和３年度の一般就労への移行実績の 1.28 倍

以上とすることが求められており、令和３年度の一般就労への移行実績（55 人）の
1.28 倍（71 人）以上が目標値となります。本計画においては、第 6 期の実績が国の
設定する第 7 期の目標値を超えているため、実績を考慮し移行者の増加を見込みます。

また、就労移行支援事業、就労継続支援Ａ型事業及び就労継続支援Ｂ型事業につい
て、それぞれの目標値もあわせて定めることが新たに求められており、本計画におい
てもこれに沿って、以下のように目標設定を行います。
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　　【就労移行支援事業】
一般就労への移行における重要な役割を踏まえ、令和３年度の一般就労への移行実

績（48 人）の 1.31 倍（63 人）以上が目標値となります。本計画においては、第 6
期の実績が国の設定する第 7 期の目標値に迫る人数であるため、実績を考慮し移行
者の増加を見込みます。

また、国の基本指針においては、事業所ごとの実績の確保・向上の観点から、就労
移行支援事業所のうち就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の
割合が５割以上の事業所を全体の５割以上とすることが目標値とされています。本計
画においては、第 6 期の実績が国の設定する第 7 期の目標値を超えているため、実
績を考慮し現状の維持を見込みます。

　　【就労継続支援】
就労継続支援Ａ型事業については令和３年度の一般就労への移行実績（４人）の

1.29 倍（５人）以上、就労継続支援Ｂ型事業については令和３年度の一般就労への
移行実績（２人）の 1.28 倍（３人）以上が目標値となります。本計画においては、
第 6 期の実績が国の設定する第 7 期の目標値を超えているため、実績を考慮し移行
者の増加を見込みます。

②　就労定着支援事業の利用者数
就労定着支援事業について、令和３年度の利用者数（48 人）の 1.41 倍（68 人）

以上とすることを目標とします。

③　就労定着率７割以上の就労定着支援事業所割合
国の基本指針においては、就労定着支援事業の就労定着率について、令和８年度に、

就労定着支援事業所のうち就労定着率（過去６年間において就労定着支援の利用を終
了した者のうち、雇用された通常の事業所に 42 月以上 78 月未満の期間継続して就
労している者又は就労していた者の占める割合）が７割以上の事業所を全体の 2.5 割
以上とすることが目標値とされています。本計画においては、第 6 期の実績が国の
設定する第 7 期の目標値を超えているため、実績を考慮し現状の維持を見込みます。

成果目標
実績

（令和
３年度）

令和
５年度

（見込）

第７期

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

①福祉施
設からの
就労移行
者数

（人）

全体 55（※） 75 77 79 81

うち、就労移行支援事業 48 60 62 64 66

うち、就労継続支援Ａ型 ４ ７ ７ ７ ７

うち、就労継続支援Ｂ型 ２ ８ ８ ８ ８
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成果目標
実績

（令和
３年度）

令和
５年度

（見込）

第７期

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

②就労移行支援事業所のうち、一般
就労した者が５割以上の事業所が５
割以上【新】

― ６割
以上

６割
以上

６割
以上

６割
以上

③就労定着支援事業の利用者数（人） 48 41  48 58 68

④就労定着率７割以上の就労定着支
援事業所割合が２割５分以上【新】 ― 3 割

以上
3 割
以上

3 割
以上

3 割
以上

※　①福祉施設からの就労移行者数の令和 3 年度実績の全体数は就労移行支援事業、
就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型以外の福祉施設からの就労移行者を含む。

５　障害児支援の提供体制の整備等

①　児童発達支援センターの設置及び障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョ
ン）の推進

国の基本指針において、各市町村に児童発達支援センターを１か所以上配置するこ
とが求められています。また、障害児の地域社会へのインクルージョンを推進するた
め、令和８年度末までに、全市町村において、推進する体制を構築することが求めら
れています。

児童発達支援センターについては、すでに市内で２か所（令和 5 年度時点）の事
業所が指定を受けて事業を実施しています。インクルージョンを推進する体制構築に
ついては、保育所や学校などの関係機関と連携し、よりよい支援ができるよう取り組
みます。

②　重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の
確保

国の基本指針において、重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後
等デイサービスを各市町村に１か所以上確保することが求められています。

重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所は市内で１か所（令和 5 年度時点）
及び重症心身障害児を支援する放課後等デイサービスは市内で６か所（令和 5 年度
時点）の事業所が指定を受けて事業を実施しているため、達成済みとなっています。
ただし、現状の事業所数では重症心身障害児の利用希望を満たしていないことを考慮
し、事業所数の増加に取り組みます。
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③　医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの配置
国の基本指針において、医療的ケア児支援のための、保健、医療、障害福祉、保育、

教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場の設置及び医療的ケア児等に関する
コーディネーターを配置することが求められています。

関係機関の協議の場については、本市においては地域自立支援協議会のこども部会
において医療的ケア児支援のための協議も実施しているため、設置済みとなっていま
す。

また、医療的ケア児に関するコーディネーターの配置については、引き続き関係機
関との協議を進め、配置の取組を進めます。

成果目標
令和

５年度
（見込）

第７期

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

児童発達支援センターの設置 設置済 設置済

インクルージョンを推進する体
制の構築【新】 ― 整備済

重症心身障害児を支援する児童
発達支援事業所の確保（箇所） １ １ ２ ２

重症心身障害児を支援する放課
後等デイサービスの確保(箇所) ７ ８ ９ 10

医療的ケア児支援のための関係
機関の協議の場の設置 設置済 設置済

医療的ケア児等に関するコー
ディネーターの配置（人） ０ ０ １ １

６　相談支援体制の充実・強化等

国の基本指針では、令和８年度末までに、基幹相談支援センターを設置するとともに、
地域の相談支援体制の強化を図る体制を確保することが求められています。

本市においては、基幹相談支援センターを設置し、相談支援事業所の研修を充実させる
などの人材育成を実施し、すでに市全体の相談支援体制の強化に取り組んでいます。

成果目標 令和５年度 第７期

基幹相談支援センターの設置 設置済 設置済

基幹相談支援センターによる地域の相談
支援体制の強化を図る体制の確保 整備済 整備済

協議会における個別事例の検討を通じた
地域のサービス基盤の開発・改善【新】 ― 整備済
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成果目標
令和

５年度
（見込）

第７期

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

協議会における相談支援事業所の参画によ
る事例検討実施回数【新】 ― ２ ２ ２

参加事業者・機関数【新】 ― 20 20 20

協議会の専門部会の設置数【新】 ― ９ ９ 10

協議会の専門部会の実施回数【新】 ― 18 18 20

７　障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

国の基本指針では、利用者が真に必要とする障害福祉サービス等を提供していくため、
令和８年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に関する事項を実
施する体制を構築することを求められています。

成果目標
令和

５年度
（見込）

第７期

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

都道府県等が実施する研修への本市職員の
参加人数（人） 40 45 50 55

審査結果について共有する体制 整備済 整備済 整備済 整備済

審査結果について共有する回数（回） １ １ １ １

指導監査結果について共有する体制 整備済 整備済 整備済 整備済

指導監査結果について共有する回数（回） １ １ １ １
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 Ⅱ　障害福祉サービス等の見込み量

◆　基本視点

指定障害福祉サービス等について、第６期障害福祉計画の実績値や利用ニーズに応じ
た目標値としています。手帳所持者数は身体障害で減少傾向にありますが、障害種別に
よってはサービスの利用に手帳所持が必須とはされていないこと及びサービス供給が増
えていることから、手帳所持者数とは連動するものではなく、サービス利用量は年々増
加しています。

１　訪問系サービス

内　容 単　位
第７期見込

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

訪問系サービス（合計）
利用者数（人 / 月） 960 976 992

延べ時間（時間 / 月） 26,312 26,802 27,313

①　居宅介護
利用者数（人 / 月） 777 785 793

延べ時間（時間 / 月） 12,112 12,355 12,603

②　重度訪問介護
利用者数（人 / 月） 51 53 55

延べ時間（時間 / 月） 11,526 11,641 11,757

③　同行援護
利用者数（人 / 月） 106 108 110

延べ時間（時間 / 月） 1,993 2,030 2,068

④　行動援護
利用者数（人 / 月） 26 30 34

延べ時間（時間 / 月） 681 776 885

⑤　重度障害者等包括支援
利用者数（人 / 月） 0 0 0

延べ時間（時間 / 月） 0 0 0

◆サービス見込量における推計方法

①　居宅介護：利用ニーズがあるため、利用者数・利用時間数の増加を見込みます。

②　重度訪問介護：利用ニーズがあるため、利用者数・利用時間数の増加を見込みます。
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③　同行援護：利用ニーズがあるため、利用者数・利用時間数の増加を見込みます。

④　行動援護：利用ニーズがあるため、利用者数・利用時間数の増加を見込みます。

⑤　重度障害者等包括支援：市内に事業所がないため、ゼロを見込みます。

２　日中活動系サービス

内　容 単　位
第７期見込

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

①　生活介護
利用者数（人 / 月） 1,289 1,302 1,315

延べ日数（人日 / 月） 25,767 26,025 26,285

②　自立訓練（機能訓練）
利用者数（人 / 月） 12 13 14

延べ日数（人日 / 月） 218 237 255

③　自立訓練（生活訓練）
利用者数（人 / 月） 17 18 19

延べ日数（人日 / 月） 325 344 363

④　就労移行支援
利用者数（人 / 月） 114 130 148

延べ日数（人日 / 月） 2,065 2,354 2,684

⑤　就労継続支援Ａ型
利用者数（人 / 月） 259 282 308

延べ日数（人日 / 月） 5,152 5,616 6,122

⑥　就労継続支援Ｂ型
利用者数（人 / 月） 1,233 1,282 1,334

延べ日数（人日 / 月） 22,338 23,232 24,161

⑦　就労定着支援 利用者数（人 / 月） 48 58 68

⑧　就労選択支援【新】 利用者数（人 / 月） ― 10 10

⑨　療養介護 利用者数（人 / 月） 95 95 95

⑩　短期入所

（福祉型）
利用者数（人 / 月） 281 303 327

延べ日数（人日 / 月） 1,350 1,391 1,433

（医療型）
利用者数（人 / 月） 20 20 20

延べ日数（人日 / 月） 90 90 90
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◆サービス見込量における推計方法

①　生活介護：利用ニーズがあるため利用者数・利用日数の増加を見込みます。

②　自立訓練（機能訓練）：利用ニーズを見込み、利用者数・利用日数の微増を見込みます。

③　自立訓練（生活訓練）：利用ニーズを見込み、利用者数・利用日数の微増を見込みます。

④　就労移行支援：利用ニーズがあるため利用者数・利用日数の増加を見込みます。

⑤　就労継続支援Ａ型：利用ニーズがあるため利用者数・利用日数の増加を見込みます。

⑥　就労継続支援Ｂ型：利用ニーズがあるため利用者数・利用日数の増加を見込みます。
施策として福祉的就労から一般就労への移行を促進することか
ら利用者の減が見込まれるが、一般就労中であっても就労系障
害福祉サービスの併用が可能となることによる増が見込まれる
ため、従前と同等の割合の増加を見込みます。
サービス提供量（定員数）が需要（利用者数）を満たしていま
すが、市内の事業所数は増加傾向で推移しています。市内事業
所の定員数の合計が利用者数を大きく上回り、必要なサービス
量が確保できたと考えられる場合には、新たな指定を行わない
ことも可能とします。

⑦　就労定着支援：成果目標を考慮し、利用者数の増加を見込みます。

⑧　就労選択支援：�新規サービスであり、現時点では、令和７年 10 月 1 日からの制度
創設が検討されています。

⑨　療養介護：市内の事業所がほぼ満床状態であるため、現状維持とします。

⑩　短期入所

・ 短期入所（福祉型）：利用ニーズがあるため利用者数・利用日数の増加を見込みます。

・ 短期入所（医療型）：利用ニーズがあるため利用者数・利用日数の増加を見込みます。
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３　居住系サービス

内　容 単　位
第７期見込

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

①　共同生活援助 利用者数（人 / 月） 464 506 552

②　施設入所支援 利用者数（人 / 月） 562 553 544

③　宿泊型自立訓練 利用者数（人 / 月） ３ ３ ４

④　自立生活援助 利用者数（人 / 月） ０ １ ２

◆サービス見込量における推計方法

①　共同生活援助：事業所数の増加や利用ニーズを考慮し、利用者数の増加を見込みます。

②　施設入所支援：成果目標を考慮し、利用者数の微減を見込みます。 

③　宿泊型自立訓練：利用ニーズを考慮し、利用者数の微増を見込みます。

④　自立生活援助：利用ニーズを考慮し、利用者数の微増を見込みます。

４　相談支援系サービス

内　容 単　位
第７期見込

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

①　計画相談支援 利用者数（人 / 月） 933 980 1,029

②　地域移行支援 利用者数（人 / 月） ３ ４ ６

③　地域定着支援 利用者数（人 / 月） ３ ４ ６

◆サービス見込量における推計方法

①　計画相談支援：利用ニーズを考慮し、利用者数の増加を見込みます。

②　地域移行支援：成果目標を考慮し、利用者数の増加を見込みます。

③　地域定着支援：成果目標を考慮し、利用者数の増加を見込みます。
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５　障害児支援系サービス

内　容 単　位
第７期見込

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

①　児童発達支援
利用者数（人 / 月） 419 461 507

延べ日数（人日 / 月） 4,058 4,464 4,910

②　放課後等デイサービス
利用者数（人 / 月） 1,351 1,446 1,547

延べ日数（人日 / 月） 14,861 15,906 18,873

③　保育所等訪問支援
利用者数（人 / 月） 113 129 147

延べ日数（人日 / 月） 271 309 352

④　居宅訪問型児童発達
　　支援

利用者数（人 / 月） ５ ６ ７

延べ日数（人日 / 月） 19 23 27

⑤　障害児相談支援 利用者数（人 / 月） 296 311 327

◆サービス見込量における推計方法

　①　児童発達支援：�事業所数の増加や利用ニーズを考慮し、利用者数の増加を見込みま
す。

　
　②　放課後等デイサービス：�事業所数の増加や利用ニーズを考慮し、利用者数の増加を

見込みます。

　③　保育所等訪問支援：�成果目標であるインクルージョンを推進する体制構築を考慮し、
利用者数の増加を見込みます。

　④　居宅訪問型児童発達支援：利用ニーズを考慮し、利用者数の増加を見込みます。

　⑤　障害児相談支援：利用ニーズを考慮し、利用者数の増加を見込みます。
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 Ⅲ　地域生活支援事業の見込み量

内　容 単　位
第７期見込

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

⑴ 理解促進研修・啓発事業 実施の有無 有 有 有

⑵ 自発的活動支援事業 実施の有無 有 有 有

⑶ 相談支援事業

①障害者相談支援事業

実施見込箇所数 ５ ５ ５

利用件数（件 / 年） 7,300 7,400 7,500

基幹相談支援セン
ター設置の有無 有 有 有

②基幹相談支援センター等機
能強化事業 実施の有無 有 有 有

⑷ 成年後見制度利用支援事業 利用者数（人 / 年） ３ ３ ３

⑸ 成年後見制度法人後見支援事業 実施の有無 検討 検討 検討

⑹ 意思疎通支援事業

①手話通訳者 ･ 要約筆記者派
遣事業 利用件数（件 / 年） 1,300 1,400 1,500

②盲ろう者向け通訳・介助員
派遣事業 利用件数（件 / 年） 120 120 120

③手話通訳者設置事業 設置見込者数 ( 人 /
年 ) ２ ２ ２

⑺ 日常生活用具給付等事業

合計（①～⑥） 給付件数（件 / 年） 13,313 13,464 13,512

①介護・訓練支援用具 給付件数（件 / 年） 39 41 43

②自立生活支援用具 給付件数（件 / 年） 86 94 95

③在宅療養等支援用具 給付件数（件 / 年） 94 94 103

④情報・意思疎通支援用具 給付件数（件 / 年） 153 159 152

⑤排泄管理支援用具 給付件数（件 / 年） 12,925 13,060 13,102

⑥居宅生活動作補助用具 給付件数（件 / 年） 16 16 17
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内　容 単　位
第７期見込

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

⑻ 意思疎通支援者養成研修事業

①手話通訳者・要約筆記者養
成研修事業

養成講習修了者数
（人 / 年） 16 16 16

②手話奉仕員養成研修事業 養成講習修了者数
（人 / 年） 13 13 13

③盲ろう者向け通訳・介助員
養成事業

養成講習修了者数
（人 / 年） １ １ １

④失語症者向け意思疎通支援
者養成事業

養成講習修了者数
（人 / 年） １ １ １

⑼ 移動支援事業
利用者数（人 / 月） 340 350 361

利用時間数
（時間 / 月） 4,479 4,613 4,752

⑽ 地域活動支援センター事業
実施箇所数 ６ ８ 10

利用者数（人 / 月） 220 260 300

⑾ 障害児等療育支援事業 実施箇所数 ２ ２ ２

⑿ その他実施する事業

①障害者就業促進・安定化事
業 実施の有無 有 有 有

②福祉ホーム事業
実施箇所数 ３ ３ ３

利用者数（人 / 月） 11 11 11

③訪問入浴サービス事業
実施箇所数 ５ ５ ５

利用者数（人 / 月） 12 14 16

④日中一時支援事業

　日中短期入所事業
実施箇所数 16 17 18

利用者数（人 / 月） 60 65 70

　タイムケア事業
実施箇所数 ８ ８ ８

利用者数（人 / 月） 214 214 214

⑤障害者小規模通所支援事業 実施の有無 有 有 有
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内　容 単　位
第７期見込

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

⑥スポーツ・レクリエーショ
ン教室開催等事業 利用者数（人 / 年） 400 400 400

⑦文化芸術活動振興事業 利用者数（人 / 年） 100 100 100

⑧自動車運転免許取得・改造
助成事業 利用件数（件 / 年） 28 28 28

⑨知的障害者・障害児社会参
加助成事業 実施箇所数 ３ ３ ３

⑩リフトバス利用者助成事業 利用件数（件 / 年） ５ ６ ６

⑪障害者虐待防止対策支援事
業 実施の有無 有 有 有

◆サービス見込量における推計方法

（1）　理解促進研修・啓発事業：継続的に実施します。

（2）　自発的活動支援事業：継続的に実施します。

（3）　相談支援事業

　①　障害者相談支援事業
　　・　実施見込箇所数：継続的に実施します。
　　・　利用件数：第６期計画における実績を考慮し、利用件数の増加を見込みます。
　　・　基幹相談支援センター設置の有無：継続的に実施します。

　②　基幹相談支援センター等機能強化事業：継続的に実施します。

（4）　成年後見制度利用支援事業：�第６期計画における実績を考慮し、利用者数を見込み
ます。

（5）　成年後見制度法人後見支援事業：実施に向けて受託者との協議を進めます。

（6）　意思疎通支援事業

　①　手話通訳者・要約筆記者派遣事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、利用件数
を見込みます。
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　②　盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、利用件
数を見込みます。

　③　手話通訳者設置事業：第 6 期計画における実績を考慮し、設置者数を見込みます。

（7）　 日常生活用具給付等事業

　①～⑥　日常生活用具給付等事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、利用件数を見
込みます。

（8）　 意思疎通支援者養成研修事業

　①　手話通訳者・要約筆記者養成研修事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、修了
者数を維持します。

　②　手話奉仕員養成研修事業：第 6 期計画における実績を考慮し、修了者数を維持します。

　③　盲ろう者向け通訳・介助員養成事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、修了者
数を維持します。

　④　失語症者向け意思疎通支援者養成事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、修了
者数を維持します。

（9）　移動支援事業：利用ニーズがあるため、利用者数・利用時間数の増加を見込みます。

（10）　地域活動支援センター事業：利用ニーズがあるため、利用者数の増加を見込みます。

（11）　障害児等療育支援事業：第 6 期計画実績の実施箇所数を維持します。

（12）　 その他実施する事業

　①　障害者就業促進・安定化事業：継続的に実施します。

　②　福祉ホーム事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、実施箇所数・利用者数を見
込みます。

　③　訪問入浴サービス事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、実施箇所数・利用者
数を見込みます。

　④　日中一時支援事業

　　・　日中短期入所事業：利用ニーズがあるため、利用者数の増加を見込みます。
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　　・　タイムケア事業：�放課後等デイサービスの支給量変更の影響を考慮し、現状維持
とします。

　⑤　障害者小規模通所支援事業：継続的に実施します。

　⑥　スポーツ・レクリエーション教室開催等事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、
利用者数を見込みます。

　⑦　文化芸術活動振興事業：第 6 期計画における実績を考慮し、利用者数を見込みます。

　⑧　自動車運転免許取得・改造助成事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、利用件
数を見込みます。

　⑨　知的障害者・障害児社会参加助成事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、実施
箇所数を見込みます。

　⑩　リフトバス利用者助成事業：�第 6 期計画における実績を考慮し、利用件数を見込
みます。

　⑪　障害者虐待防止対策支援事業：継続的に実施します。
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計画に即した施策の展開が円滑に行われるよう、その進行を管理していくとともに、事
後の検証を行える体制を整える必要があります。

このため、計画策定後は、姫路市として少なくとも年１回は計画の分析・中間評価を実
施し、「PDCA サイクル」による進行管理を行うとともに、姫路市地域自立支援協議会に
その状況を報告し、意見を聴くこととします。

また、令和６年度（2024 年度）以降においても、各種制度の周知、市民意識の向上を
図るとともに市民ニーズの把握に努め、当該計画期間中に障害者福祉に関する施策に係る
新たな行政需要が生じたときは、本計画において重点施策として設定していない場合も、
できる限り柔軟に対応することとします。

【ＰＤＣＡサイクルのイメージ】

第６章　計画の推進体制
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第６章 計画の推進体制 

Plan〔計画〕 
国の制度改正の動
向や、本市の状況等
を踏まえ、計画を策
定します。 

Check〔検証〕 

取組の進捗を評価
します。 

Do〔実行〕 

計画に沿って、着実

に取組を進めます。 

Action〔改善〕 

取組の内容や実施

手法を見直します。 
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資料１　　　　　　計画策定の歩み

１　計画策定のスケジュール
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資料１ 計画策定の歩み 

１ 計画策定のスケジュール 
 

年月日 項目 内容 

令和４年 
11 月 28 日～ 
12 月 23 日 

姫路市障害者等実
態意向調査 

・障害福祉に関する市民の意識を把握するた
めのアンケートを実施 

令和５年 
７月 19 日 

第１回姫路市障害
福祉推進計画策定
会議 

・現行計画の実績及び実態意向調査の結果につ

いて報告 

・課題の分析・整理、全体の策定方針について
審議 

９月 29 日 
第２回姫路市障害
福祉推進計画策定
会議 

・施策の体系について審議 

11 月 21 日 
第３回姫路市障害
福祉推進計画策定
会議 

・姫路市障害福祉推進計画中間取りまとめ（案）

について審議 

12 月 18 日～ 
令和６年 
１月 18 日 

パブリック・コメン
ト手続 

・計画の中間取りまとめ（案）について市民
意見を募集 

令和６年 
２月上旬 
（予定） 

第４回姫路市障害
福祉推進計画策定
会議 

・パブリック・コメント手続の結果について
報告 

・計画の最終取りまとめ（案）について審議 
 

資 料 
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）について審議 

12 月 18 日～ 
１月 18 日 

パブリック・コメン
ト手続 

・計画の中間取りまとめ（案）について市民
意見を募集 

令和６年 
２月１日 

第４回姫路市障害
福祉推進計画策定
会議 

・パブリック・コメント手続の結果について
報告 

・計画の最終取りまとめ（案）について審議 
 

資 料 
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２　姫路市障害福祉推進計画策定会議
⑴　委員名簿
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２ 姫路市障害福祉推進計画策定会議 

⑴ 委員名簿 

（敬称略、順不同） 

要領上の 
位置付け 

氏 名 肩書等 備 考 

学識経験者 
安田 美予子 関西学院大学人間福祉学部 教授  

萬代 由希子 関西福祉大学社会福祉学部 准教授 座長 

医療関係者 東 靖人 姫路市医師会 理事  

福祉関係者 

名倉 重喜 兵庫県身体障害者支援施設協議会 監事  

灘 一善 兵庫県知的障害者施設協会 調査研究委員  

山本 正 姫路作業所連絡会  

河原 正明 姫路市地域自立支援協議会 会長 副座長 

障害者団体 
の代表者 

松本 智 姫路市身体障害者福祉協会 事務局長  

外川 義広 姫路地区手をつなぐ育成会 副理事長  

三木 章弘 姫路市精神保健福祉連合会 理事長  

中尾 郁子 姫路市難病団体連絡協議会 副代表  

萱原 州平 
マザーリーフ（姫路市肢体不自由児・者のこ

れからを考える会） 会長 
 

雇用関係者 佐山 勝一 姫路公共職業安定所 職業相談部長  

公募による 
市民 

橋本 史子 公募市民  

近藤 司 公募市民  

行政関係者 中村 亮 兵庫県姫路こども家庭センター 育成支援課長   
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⑵　姫路市障害福祉推進計画策定会議開催要領

１　趣旨
この要領は、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３項に規定する市

町村障害者計画（以下「障害者福祉計画」という。）、障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第８８条第１項に規定する
市町村障害福祉計画（以下「障害福祉計画」という。）及び児童福祉法（昭和２２年法
律第１６４号）第３３条の２０に規定する市町村障害福祉計画（以下「障害児福祉計画」
という。）の策定に当たり、学識経験者及び障害福祉に関わる者等から広く意見を求め
るための姫路市障害福祉推進計画策定会議（以下「策定会議」という。）の開催につい
て必要な事項を定めるものとする。

２　所管事項
策定会議は、次の事項について意見を交換するものとする。

⑴　姫路市の障害福祉の現状及び課題
⑵　障害者福祉計画、障害福祉計画及び障害児福祉計画に掲げる施策又は事業
⑶　障害福祉サービス、障害児通所支援、相談支援及び地域生活支援事業等の提供体制

の確保に係る目標に関する事項
⑷　各年度における指定障害福祉サービス、指定障害児通所支援、指定計画相談支援、

指定障害児相談支援、指定地域相談支援等の種類ごとの必要な量の見込み
⑸　地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項
⑹　その他障害者福祉計画、障害福祉計画及び障害児福祉計画の策定に必要な事項

３　参加者
策定会議は、次に掲げる者の中から市長が指名する２０名以内の者をもって開催する。

⑴　学識経験者
⑵　医療関係者
⑶　福祉関係者
⑷　障害者団体の代表者
⑸　雇用関係機関の職員
⑹　公募市民
⑺　関係行政機関の職員
⑻　その他市長が認める者

４　意見の取扱い
市長は、障害者福祉計画、障害福祉計画及び障害児福祉計画の策定において、策定会

議で表明された意見を参考とするものとする。
５　座長、副座長

市長は、策定会議の進行を行わせるため座長及び副座長を置くことができる。
６　庶務

策定会議の庶務は、健康福祉局保健福祉部障害福祉課において処理する。
７　補則

この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
１　この要領は、令和４年１１月１日から施行する。
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２　この要領は、令和６年３月３１日をもってその効力を失う。
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　　　　　　姫路市障害者等実態意向調査報告書（抜粋）

◆　調査概要

１　調査対象
区　分 調査対象

①障害者 令和４年 10 月１日現在、市内にお住まいの障害のある方
で 18 歳以上の方

②障害児 令和４年 10 月１日現在、市内にお住まいの障害のある方
で 18 歳未満の方

２　調査期間
　　令和４年 11 月 28 日～ 12 月 23 日

３　回収結果
配布数 障害者 3,160 件　障害児 790 件

回収数 2,030 件

回収率 51.4％

資料２
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１　日常生活で必要な支援

問６　日常生活の中で、次の支援が必要ですか。①から⑩のそれぞれにお答えください。
　　　（①から⑩それぞれに○を１つ）

必要な支援は、「外出」が「常に必要」と「一時（時々）必要」の合計で 46.3％と最も
割合が高く、次いで「お金の管理」（合計 38.9％）、「薬の管理」（合計 35.5％）となって
います。
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２　外出目的

問 25　あなたは、どのような目的で外出することが多いですか。
　　　（あてはまるものすべてに○）

外出目的では、「買い物に行く」の割合が 66.3％と最も高く、次いで「医療機関への受
診」（55.9％）、「通勤・通学・通所」（42.7％）となっています。

障害等の状況別では、「通勤・通学・通所」の割合は療育手帳保有及び発達障害の診断
で 80％台と最も高くなっています。「買い物に行く」は精神障害者保健福祉手帳保有で
72.3％、身体障害者手帳保有で 66.8％となっています。
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療育手帳保有 521 83.7 13.4 33.6 56.6 15.4 15.2 3.6 25.7 5.0 0.4

精神障害者保健福祉手帳保有 256 37.9 10.2 61.3 72.3 13.3 10.9 2.3 27.7 5.5 0.8

重症心身障害 110 43.6 21.8 56.4 40.9 8.2 4.5 4.5 25.5 15.5 0.9
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全　体

身体障害者手帳保有

療育手帳保有

精神障害者保健福祉手帳保有

重症心身障害

難病（指定難病）認定

発達障害の診断

高次脳機能障害の診断

医療的ケア
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３　支援してくれる方（家族）の年齢

支援してくれる方の年齢（年代）は、「60 代」が 24.8％、「40 代」「50 代」が 20.0％、
「70 代以上」が 18.4％となっています。

年代別では、回答者の年代が上がるに従って支援者の年代が上がり、特に回答者が 50
代以上となると支援者は同年代、またはさらに上の年代となっています。
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３ 支援してくれる方（家族）の年齢 
 
 支援してくれる方の年齢（年代）は、「60 代」が 24.8％、「40 代」「50 代」が 20.0％、「70 代以上」

が 18.4％となっています。 

 年代別では、回答者の年代が上がるに従って支援者の年代が上がり、特に回答者が 50 代以上となる

と支援者は同年代、またはさらに上の年代となっています。 

 

 

      

      

0.0

0.8

14.4

20.0

20.0

24.8

18.4

1.6

0 10 20 30

１０代

２０代

３０代

４０代

５０代

６０代

７０代以上

無回答

(%)
(n=125)

 　

調

査

数

１

０

代

２

０

代

３

０

代

４

０

代

５

０

代

６

０

代

７

０

代

以

上

　

無

回

答

全　体 125 0.0 0.8 14.4 20.0 20.0 24.8 18.4 1.6

１０代未満 25 0.0 0.0 52.0 44.0 0.0 0.0 0.0 4.0

１０代 13 0.0 0.0 15.4 61.5 23.1 0.0 0.0 0.0

２０代 12 0.0 8.3 8.3 0.0 75.0 0.0 8.3 0.0

３０代 11 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 72.7 18.2 0.0

４０代 4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 75.0 0.0

５０代 7 0.0 0.0 0.0 0.0 71.4 0.0 28.6 0.0

６０代 16 0.0 0.0 0.0 0.0 18.8 75.0 0.0 6.3

７０代以上 37 0.0 0.0 2.7 16.2 13.5 27.0 40.5 0.0

　
調
査
数

１
０
代

２
０
代

３
０
代

４
０
代

５
０
代

６
０
代

７
０
代
以
上

　
無
回
答

全　体

１０代未満

１０代

２０代

３０代

４０代

５０代

６０代

７０代以上

支援してくれる方
の年代

回答者の
年代
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４　障害福祉サービス（今後３年以内の利用予定）

問 35　�あなたは、次の障害福祉サービスを現在利用していますか。記入例を参考に、
現在利用中のサービスについて番号を書き、今後３年以内の利用予定について
あてはまるものに○をつけてください。

18 歳以上の方を対象にした、現在利用している障害者向けサービスの今後３年以内の
利用予定は、「同じぐらい利用予定」の割合が全体で 68.0％と最も高く、次いで「増やす
予定」（7.3％）、「減らす予定」（1.9％）となっています。

障害者向け（18 歳以上）サービスの 27 項目では、いずれの項目も今後３年以内の利
用予定としては現状と「同じくらい利用予定」の割合が最も高くなっています。

　
調
査
数

同
じ
く
ら
い
利
用
予
定

増
や
す
予
定

減
ら
す
予
定

　
無
回
答

全　体

居宅介護（ホームヘルプ）

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

生活介護

宿泊型自立訓練

自立訓練（機能訓練、生活訓練）

就労移行支援

就労定着支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

療養介護

短期入所（ショートステイ）

共同生活援助（グループホーム）

施設入所支援

自立生活援助

計画相談支援（サービス等利用計画）

地域相談支援（地域定着支援、地域移行支援）

補装具・日常生活用具

意思疎通支援（手話通訳者等の派遣）

移動支援

地域活動支援センター

福祉ホーム

訪問入浴サービス

日中短期入所

自立支援医療
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５　希望する暮らしを送るための支援内容

問 22　希望する暮らしを送るためには、どのような支援があればよいと思いますか。
　　　 （あてはまるものすべてに○）

希望する暮らしを送るための支援内容は、「経済的な負担の軽減」の割合が 57.1％と最
も高く、次いで「必要な在宅サービスが適正に利用できること」（35.2％）、「相談対応等
の充実」（29.5％）となっています。

障害等の状況別では、どの障害等でも「経済的な負担の軽減」が最も高く、次いで「必
要な在宅サービスが適正に利用できること」又は「相談対応等の充実」のいずれかが回答
されています。
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５ 希望する暮らしを送るための支援内容 

問 22 希望する暮らしを送るためには、どのような支援があればよいと思いますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 
希望する暮らしを送るための支援内容は、「経済的な負担の軽減」の割合が 57.1％と最も高く、次いで

「必要な在宅サービスが適正に利用できること」（35.2％）、「相談対応等の充実」（29.5％）となっていま

す。 

障害等の状況別では、どの障害等でも「経済的な負担の軽減」が最も高く、次いで「必要な在宅サービ

スが適正に利用できること」又は「相談対応等の充実」のいずれかが回答されています。 

 

 

 

 

 

 

 

57.1

35.2

29.5

24.9

22.9

17.8

16.7

14.8

5.1

9.6

0 20 40 60

経済的な負担の軽減

必要な在宅サービスが適正に利用できること

相談対応等の充実

在宅で医療的ケアなどが適切に得られること

障害者に適した住居の確保

地域住民等の理解

生活訓練等の充実

コミュニケーションについて

その他

無回答

(%)
(n=2,030)
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６　勤務形態

問 28　どのような勤務形態で働いていますか。（○は１つだけ）

収入を得る仕事をしている方の勤務形態では、「パート・アルバイト等の非常勤職員、
派遣職員」が 40.8％で、「正職員で、他の職員と勤務条件等に違いはない」が 33.7％となっ
ています。

障害等の状況別では、身体障害者手帳保有、重症心身障害及び難病（指定難病）認定で
は「正職員で、他の職員と勤務条件等に違いはない」の割合が高く、その他の障害等では

「パート・アルバイト等の非常勤職員、派遣職員」の割合が高くなっています。
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６ 勤務形態 

問 28 どのような勤務形態で働いていますか。（○は１つだけ） 

 
収入を得る仕事をしている方の勤務形態では、「パート・アルバイト等の非常勤職員、派遣職員」が

40.8％で、「正職員で、他の職員と勤務条件等に違いはない」が 33.7％となっています。 

障害等の状況別では、身体障害者手帳保有、重症心身障害及び難病（指定難病）認定では「正職員で、

他の職員と勤務条件等に違いはない」の割合が高く、その他の障害等では「パート・アルバイト等の非常

勤職員、派遣職員」の割合が高くなっています。 

 

 

    

 

33.7

7.9

40.8

12.9

2.4

2.4

0 10 20 30 40 50

正職員で、他の職員と勤務条件等に違いはない

正職員で、短時間勤務等の障害者配慮がある

パート・アルバイト等の非常勤職員、派遣職員

自営業、農林水産業など

その他

無回答

(%)
(n=380)

 　

調

査

数

正

職

員

で
、

他

の

職

員

と

勤

務

条

件

等

に

違

い

は

な

い

正

職

員

で
、

短

時

間

勤

務

等

の

障

害

者

配

慮

が

あ

る

パ
ー

ト

・

ア

ル

バ

イ

ト

等

の

非

常

勤

職

員
、

派

遣

職

員

自

営

業
、

農

林

水

産

業

な

ど

そ

の

他

　

無

回

答

全　体 380 33.7 7.9 40.8 12.9 2.4 2.4

身体障害者手帳保有 274 38.0 6.6 33.2 17.2 2.2 2.9

療育手帳保有 64 18.8 14.1 57.8 0.0 4.7 4.7

精神障害者保健福祉手帳保有 57 19.3 5.3 64.9 3.5 5.3 1.8

重症心身障害 6 33.3 16.7 16.7 16.7 16.7 0.0

難病（指定難病）認定 20 35.0 20.0 20.0 10.0 5.0 10.0

発達障害の診断 55 23.6 14.5 56.4 0.0 3.6 1.8

高次脳機能障害の診断 16 12.5 12.5 62.5 6.3 0.0 6.3

医療的ケア 78 33.3 12.8 35.9 14.1 1.3 2.6

　
調
査
数

正
職
員
で
、

他
の
職
員
と
勤
務

条
件
等
に
違
い
は
な
い

正
職
員
で
、

短
時
間
勤
務
等
の

障
害
者
配
慮
が
あ
る

パ
ー

ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
等
の
非

常
勤
職
員
、

派
遣
職
員

自
営
業
、

農
林
水
産
業
な
ど

そ
の
他

　
無
回
答

全　体

身体障害者手帳保有

療育手帳保有

精神障害者保健福祉手帳保有

重症心身障害

難病（指定難病）認定

発達障害の診断

高次脳機能障害の診断

医療的ケア
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７　障害者の就労支援として必要なこと

問 31　あなたは、障害者の就労支援として、どのようなことが必要だと思いますか。
　　　 （あてはまるものすべてに○）

障害者の就労支援として必要なことでは、「職場の障害者理解」の割合が 45.9％で最も
高く、次いで「職場の上司や同僚に障害の理解があること」（42.9％）、「勤務時間や日数
が体調に合わせて変更できること」（34.7％）となっています。

障害等の状況別では、重症心身障害は「通勤手段の確保」（36.7％）、高次脳機能障害
の診断では「職場の上司や同僚に障害の理解があること」（29.7％）、その他の障害等で
は「職場の障害者理解」の割合が最も高くなっています。
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７ 障害者の就労支援として必要なこと 

問 31 あなたは、障害者の就労支援として、どのようなことが必要だと思いますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 
障害者の就労支援として必要なことでは、「職場の障害者理解」の割合が 45.9％で最も高く、次いで「職

場の上司や同僚に障害の理解があること」（42.9％）、「勤務時間や日数が体調に合わせて変更できること」

（34.7％）となっています。 

 
障害等の状況別では、重症心身障害は「通勤手段の確保」（36.7％）、高次脳機能障害の診断では「職場

の上司や同僚に障害の理解があること」（29.7％）、その他の障害等では「職場の障害者理解」の割合が最

も高くなっています。 

 

 

 

 

45.9

42.9

34.7

31.5

29.2

29.0

22.3

21.8

21.7

19.8

17.9

14.6

3.7

24.1

0 10 20 30 40 50

職場の障害者理解

職場の上司や同僚に障害の理解があること

勤務時間や日数が体調に合わせて変更できること

通勤手段の確保

短時間勤務や勤務日数等の配慮

具合が悪くなったときに気軽に通院できること

就労後のフォローなど職場と支援機関の連携

職場で介助や援助等が受けられること

仕事についての職場外での相談対応、支援

通勤場所におけるバリアフリー等の配慮

在宅勤務の拡充

企業ニーズに合った就労訓練

その他

無回答

(%)
(n=2,030)
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８　差別や嫌な思いをした場所や状況

問 42　どのような場所や状況で差別や嫌な思いをしましたか。
　　　 （あてはまるものすべてに○）

障害があることで差別や嫌な思いをする（した）場所や状況では、「外出中」の割合が
45.4％で最も高く、次いで「学校・仕事場」が 42.6％となっています。

障害等の状況別では、療育手帳保有、精神障害者保健福祉手帳保有及び発達障害の診断
では「学校・仕事場」の割合が最も高く、その他の障害等では「外出中」の割合が最も高
くなっています。
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８ 差別や嫌な思いをした場所や状況 

問 42 どのような場所や状況で差別や嫌な思いをしましたか。（あてはまるものすべてに○） 

 
障害があることで差別や嫌な思いをする（した）場所や状況では、「外出中」の割合が 45.4％で最も高

く、次いで「学校・仕事場」が 42.6％となっています。 

障害等の状況別では、療育手帳保有、精神障害者保健福祉手帳保有及び発達障害の診断では「学校・仕

事場」の割合が最も高く、その他の障害等では「外出中」の割合が最も高くなっています。 

 

 

45.4

42.6

17.8

16.8

16.6

15.6

5.3

1.8

0 10 20 30 40 50

外出中

学校・仕事場

住んでいる地域

仕事を探すとき

病院などの医療機関

余暇を楽しむとき

その他

無回答

(%)
(n=893)

 　

調

査

数

学

校

・

仕

事

場

仕

事

を

探

す

と

き

外

出

中

余

暇

を

楽

し

む

と

き

病

院

な

ど

の

医

療

機

関

住

ん

で

い

る

地

域

そ

の

他

　

無

回

答

全　体 893 42.6 16.8 45.4 15.6 16.6 17.8 5.3 1.8

身体障害者手帳保有 516 32.0 18.2 51.0 15.5 17.6 18.0 4.5 2.1

療育手帳保有 330 58.2 8.8 44.2 17.6 13.6 15.2 4.5 0.9

精神障害者保健福祉手帳保有 146 41.1 33.6 30.8 13.7 24.0 22.6 9.6 1.4

重症心身障害 63 19.0 7.9 65.1 22.2 33.3 23.8 6.3 0.0

難病（指定難病）認定 69 30.4 18.8 44.9 20.3 20.3 21.7 7.2 2.9

発達障害の診断 275 62.5 11.6 42.2 17.8 13.8 16.4 4.4 0.4

高次脳機能障害の診断 66 19.7 13.6 51.5 6.1 16.7 18.2 7.6 1.5

医療的ケア 232 32.8 12.1 50.9 14.7 20.3 24.1 4.3 1.7

　
調
査
数

学
校
・
仕
事
場

仕
事
を
探
す
と
き

外
出
中

余
暇
を
楽
し
む
と
き

病
院
な
ど
の
医
療
機
関

住
ん
で
い
る
地
域

そ
の
他

　
無
回
答

全　体

身体障害者手帳保有

療育手帳保有

精神障害者保健福祉手帳保有

重症心身障害

難病（指定難病）認定

発達障害の診断

高次脳機能障害の診断

医療的ケア

– 62 –



９　災害時に困ること

問46　火事や地震等の災害のときに困ることは何ですか。（あてはまるものすべてに○）

火事や地震等の災害時に困ることでは、「避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安」
の割合が 49.1％で最も高く、次いで「薬が入手できなくなる、治療が受けられない」

（46.4％）、「安全なところまで、早く避難することができない」（43.1％）となっています。
障害等の状況別では、療育手帳保有及び発達障害の診断では「避難場所の設備（トイレ

等）や生活環境が不安」の割合が最も高く、身体障害者手帳保有、精神障害者保健福祉手
帳、難病（指定難病）認定及び医療的ケアでは「薬が入手できなくなる、治療が受けられ
ない」の割合が最も高くなっています。
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９ 災害時に困ること 

問 46 火事や地震等の災害のときに困ることは何ですか。（あてはまるものすべてに○） 

 
火事や地震等の災害時に困ることでは、「避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安」の割合が

49.1％で最も高く、次いで「薬が入手できなくなる、治療が受けられない」（46.4％）、「安全なところま

で、早く避難することができない」（43.1％）となっています。 

障害等の状況別では、療育手帳保有及び発達障害の診断では「避難場所の設備（トイレ等）や生活環境

が不安」の割合が最も高く、身体障害者手帳保有、精神障害者保健福祉手帳、難病（指定難病）認定及び

医療的ケアでは「薬が入手できなくなる、治療が受けられない」の割合が最も高くなっています。 

 

 

  

49.1

46.4

43.1

25.6

25.5

24.0

10.4

8.8

2.9

10.0

8.1

0 20 40 60

避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安

薬が入手できなくなる、治療が受けられない

安全なところまで、早く避難することができない

周りとコミュニケーションがとれない

助けを求めるができない

被害状況、避難場所などの情報が入手できない

補装具や日常生活世具が入手できなくなる

補装具の使用が困難になる

その他

特にない

無回答

(%)
(n=2,030)

 　

調

査

数

薬

が

入

手

で
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る
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治

療
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け
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用
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困
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具
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手

で

き

な

く

な
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助

け

を

求

め

る

が

で

き

な

い

安

全

な

と

こ

ろ

ま

で
、

早

く

避

難

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

被

害

状

況
、

避

難

場

所

な

ど

の

情

報

が

入

手

で

き

な

い

周

り

と

コ

ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ

ョ
ン

が

と

れ

な

い

避

難

場

所

の

設

備

（
ト

イ

レ

等
）

や

生

活

環

境

が

不

安

そ

の

他

特

に

な

い

　

無

回

答

全　体 2,030 46.4 8.8 10.4 25.5 43.1 24.0 25.6 49.1 2.9 10.0 8.1

身体障害者手帳保有 1,370 50.3 12.3 13.4 20.7 44.4 18.4 15.0 48.3 2.7 9.7 8.8

療育手帳保有 550 28.4 3.8 5.8 45.6 50.7 42.9 53.6 54.4 4.0 10.4 6.7

精神障害者保健福祉手帳保有 275 65.1 3.6 6.5 22.5 29.5 21.8 32.4 44.7 3.6 9.5 8.7

重症心身障害 120 59.2 24.2 20.8 46.7 64.2 30.0 32.5 60.8 4.2 2.5 9.2

難病（指定難病）認定 149 65.1 20.1 19.5 38.3 61.7 24.8 26.2 61.7 5.4 2.0 6.0

発達障害の診断 435 30.1 2.8 4.1 44.1 44.6 42.5 54.9 57.7 4.8 10.3 4.6

高次脳機能障害の診断 158 49.4 15.2 14.6 36.1 58.9 23.4 26.6 50.6 0.6 7.0 9.5

医療的ケア 580 66.2 14.0 15.9 26.4 49.1 22.1 20.9 55.5 3.1 4.0 7.2

　
調
査
数

薬
が
入
手
で
き
な
く
な
る
、

治

療
が
受
け
ら
れ
な
い

補
装
具
の
使
用
が
困
難
に
な
る

補
装
具
や
日
常
生
活
用
具
が
入

手
で
き
な
く
な
る

助
け
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
な

い 安
全
な
と
こ
ろ
ま
で
、

早
く
避

難
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

被
害
状
況
、

避
難
場
所
な
ど
の

情
報
が
入
手
で
き
な
い

周
り
と
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン

が
と
れ
な
い

避
難
場
所
の
設
備
（

ト
イ
レ

等
）

や
生
活
環
境
が
不
安

そ
の
他

特
に
な
い

　
無
回
答

全　体

身体障害者手帳保有

療育手帳保有

精神障害者保健福祉手帳保有

重症心身障害

難病（指定難病）認定

発達障害の診断

高次脳機能障害の診断

医療的ケア

助けを求めることができない

補装具や日常生活用具が入手できなくなる
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資料３
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２　サービス見込量
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